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第１章 現状分析及び課題の整理 

１. 現状分析及び基礎調査 

中長期的期間ないし近年の動向として、各種視点から大字只見の現状を把握する。 

 

（１）自然及び歴史調査 

将来の土地利用状況を推定するため、利用区分別の土地利用の推移、土地利用転換の状況等につ

いて、各種資料、町保有の台帳、地形図等を利用し、把握する。 

 

１）地形・地質等 

①土地分類調査 

 

 

 

■ 土地利用基本計画図（只見町域のうち、大字只見周辺を抽出） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省「土地利用調整総合支援ネットワークシステム」 

（福島県土地利用基本計画図と同様のもの） 

 

 

・大字只見のほぼ全域が農業地域であり、そのうち農用地区域も多くを占めている。 

・地区の西側は森林地域で、標高の高いところに国有林が広がっている。 
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②近年の自然災害 

 ■ 平成23年7月 新潟・福島豪雨 

 

 

 

 

 

■ 被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：只見町「只見町洪水ハザードマップ」 

（平成23年7月豪雨の被害状況反映、只見・館ノ川・黒沢地区） 

・7月27日から30日にかけて新潟県及び福島県で発生した「平成23年7月新潟・福島豪雨」 

により、福島県会津地方西部を中心に多数の土砂災害が発生した。只見地区においては 

只見駅裏で土砂崩落が発生し、只見川沿いの広範囲の地域で増水氾濫の被害にあった。 
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２）土地利用の現況 

①道路 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 只見町役場周辺の道路の様子（平成25年10月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国道252号線（左手が町役場）      国道289号線（前方左手建物が町役場） 

 

■ 流雪溝一覧(平成18年度) 

  

 

 

 

 

出典：只見町「統計要覧」（平成19年度） 

 

■ 消雪施設一覧(平成18年度) 

 

 

 

 

 

 

出典：只見町「統計要覧」（平成19年度） 

 

 

 

ポンプ容量 消雪延長　事業年度　
田中 国道289号線只見5号 19 県単独
田中 国道289号線只見6号 19 国庫補助
上町 国道252号線只見2号 75 1,088 50～51 国庫補助
町下 国道252号線只見4号 60 210 51 国庫補助
新屋敷 国道252号線只見1号 45 500 49 国庫補助
新町 国道252号線只見3号 30 600 50 国庫補助

備考

単位：kw、ｍ

県
関
係

627 43

区分
規格

場所 井戸名称 事業年度

単位：ｍ

延長 巾員 高さ

只見前道 大字只見
三面コンク
リート及びＵ
字溝

590 0.5 0.7～1.1 59～61
農村総合整
備モデル事
業

只見前道 大字只見 Ｕ字溝 382 0.5 0.7～1.2 61
公共凍雪害
防止事業

只見前道 大字只見 1,260 62～63
公共凍雪害
防止事業

区分 事業年度
規格

備考場所 構造

・只見地区は国道252号線（柏崎市-会津若松市）と289号線（新潟市中央区-いわき市）が只見

町役場前で交差する交通の要衝であるため、交通量が多い一方、歩道は狭い、もしくはない

区間があり、横断歩道の信号機はないため、通行人の安全の確保という観点からは課題が残

る。 

・国道に沿って流雪溝や消雪施設が設置されているが、いずれも約30年前に整備されたもので

あり、豪雪に対しては十分に対応しきれていない。 
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（２）社会・経済の現況調査 

現況の土地利用の成因及び将来の土地利用のあり方に関する事項等について、国勢調査、農林業

センサス等の統計資料、整備計画等の資料を基に調査する。 

１）人口 

①人口総数 

 

 

■ 只見地区の人口総数の推移 

 

出典：「国勢調査」（平成12、22年） 

 

・すべての国勢調査調査区で人口は減少しているが、最も人口減少率が高いのは沖である。 

平成12年 平成22年 増減数 増減率(%)
沖 185 149 -36 -19.5
新屋敷 135 121 -14 -10.4
宮前 152 133 -19 -12.5
田中A 103 89 -14 -13.6
田中B 140 138 -2 -1.4
原 197 171 -26 -13.2
新町 182 175 -7 -3.8
上町 184 180 -4 -2.2
合計（大字只見） 1,278 1,156 -122 -9.5

80
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②３区分人口 

 

 

 

 

■ 只見地区の３区分人口推移 

平成12年 平成22年 増減率(%) 平成12年 平成22年 増減率(%) 平成12年 平成22年 増減率(%) 平成12年 平成22年
沖 34 23 -32.4 117 88 -24.8 34 38 11.8 18.4 25.5
新屋敷 19 12 -36.8 71 51 -28.2 45 58 28.9 33.3 47.9
宮前 21 20 -4.8 89 58 -34.8 42 55 31.0 27.6 41.4
田中A 12 8 -33.3 53 47 -11.3 38 34 -10.5 36.9 38.2
田中B 12 14 16.7 89 82 -7.9 39 42 7.7 27.9 30.4
原 29 21 -27.6 113 84 -25.7 55 66 20.0 27.9 38.6
新町 21 27 28.6 106 87 -17.9 55 61 10.9 30.2 34.9
上町 38 20 -47.4 90 105 16.7 56 55 -1.8 30.4 30.6
合計（大字只見） 186 145 -22.0 728 602 -17.3 364 409 12.4 28.5 35.4

高齢化率(%)15歳未満 15～64歳 65 歳以上

出典：「国勢調査」（平成12、22年） 

 

２）産業 

①観光 

 

 

 

 

 

■ 観光施設別の入込客数の推移（町内全体） 

 

出典：只見町保有資料 

 

 

 

・15歳未満については、人口減少率が最も高い国勢調査調査区は上町であるが、新町や田中で

は増えている。 

・平成12年に比べて平成22年の高齢化率が新屋敷や宮前で高くなり、各々40％を超えている。 

・入込客数は町内全体で大幅に減少しているが、雪まつりを訪れる入込客数は回復傾向にあり、

温泉保養センターについては平成25年9月より営業を再開したことを受けて雪まつり同様に

回復が期待できる。 

分類 施設名/年度 平成12年度 平成16年度 平成20年度 平成24年度 平成25年度
田子倉湖・ダム 120,042 107,154 61,076 10,770 44,750

ブナと川のミュージアム 4,056 4,963
歳時記会館 27,008 13,398 14,769 15,345 17,664

河井継之助記念館 6,659 4,238 5,418 2,704 4,178
只見スキー場 11,990 7,680 6,775 6,080 5,250

旧五十嵐家住宅 1,620
会津只見考古館 1,205 971 1,024 1,051 472

自然体験 恵みの森 4,300 5,619 3,735
雪まつり 33,000 28,000 25,000 31,000 23,000

水の郷まつり 6,200 10,000 8,000 5,000 1,000
伊南川釣り客（全体） 25,368 15,000 15,000 7,720

湯ら里（宿泊） 20,047 15,037 8,742 5,552 10,064
湯ら里（日帰り） 12,567 11,388 9,771 10,120 5,296

むら湯 42,400 43,517 39,645 43,230
保養センター 13,787 14,838 13,352 休業中 13,906

森林の分校ふざわ 1,046 722 2,000 3,210 2,180
町内民宿・旅館 19,747 20,574 25,000 25,000 25,000

300,286 291,400 243,744 172,872 204,688

観光施設等

宿泊・温泉

イベント

入込客数計

教育施設
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②交通（駅） 

 

 

 

■ 只見駅の乗車人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県「統計年鑑」第116～126回 

 

③地価 

 

 

■ 基準値番号：只見１ 

 

 

  

出典：福島県「地価調査の結果」平成15～24年 

・只見駅の乗車人員は平成23年7月の新潟・福島豪雨の影響を受け、更に減少していると考え

られる。 

・平成15年以降下落傾向にあるが、平成20年を境に変化率が大きくなっている。 

基準値の1㎡
あたりの価格

(円)
変化率

(%)
平成15年 9,400
平成16年 9,300 98.9
平成17年 9,250 98.4
平成18年 9,200 97.9
平成19年 9,150 97.3
平成20年 9,100 96.8
平成21年 8,900 94.7
平成22年 8,700 92.6
平成23年 8,400 89.4
平成24年 8,000 85.1
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２. 住民の認識 

地区にお住まいの方々の、日頃感じていることや要望、考え方を把握するため、全４回の懇談会

（ワークショップ）を開催し、地区の良いところや課題、将来像について自由に意見を出していた

だいた。 

 

■実施概要 

 日時 参加人数 内容 

第１回只見地区土地利

用計画づくり懇談会 

平成25年11月7日(木）

19：00～21：00 

14名 只見地区の良いところ、課題につ

いて 

第２回只見地区土地利

用計画づくり懇談会 

平成25年11月28日(木）

19：00～20：30 

25名 只見地区の良いところ、改善が必

要なことやものについて 

第３回只見地区土地利

用計画づくり懇談会 

平成26年3月4日（火） 

19:00～21:00 

5名 只見地区土地利用計画案について 

第４回只見地区土地利

用計画づくり懇談会 

平成26年5月28日（水） 

19:00～21:00 

13名 只見地区土地利用計画案について 

 

■ワークショップの様子 
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■ 只見地区（只見町）全体に関する意見 

項目 意見（要旨） 

町政全般 ・町長マニフェストの中で一番期待している「官民協働のまちづくり」は副町長不在もあり、一向に進んでいないことが課

題である。 

・町役場は町民の意見の吸い上げ方が下手である。 

・Ｉターン者、二地域居住の方の意見、行動は非常に貴重になっている。彼らの町政に対する積極的な関与を促すべき。 

・知恵、経験の豊富な中高年の方々の考えを町政に反映させてほしい。 

・条例で①只見材を80％使用すると一定の補助金を出す。②まちなみの統一化 ③駅前通りの堀に錦鯉や岩魚を泳がせるよ

うにする。 

・ふるさと納税は納税者に米を10㎏ずつ１か月おきに５か月送ることで付加価値をつけ、町の増収につなげてほしい。 

・町の景観条例を改正し、只見を「会津の小京都」にするイノベーションが必要。 

公共住宅 ・公共住宅（県職員等の住宅、一般町民の借用住宅等）づくりの計画性を持ってほしい（冬の雪対策等を考慮してほしい）。 

空き家・空き地 ・道筋に住んでいる家が２戸だけであるために隣組が成り立たなくなってきている。 

・役場が積極的に地権者と空き地の利活用を交渉し、Ｉターン者向け住宅や、子供達が合宿や農業体験をできる場づくりを

してほしい。 

・空き地を除雪後の雪置き場にする。 

山林保護 ・高齢化に伴い、山林保護ができなくなっている。 

・４万ヘクタールのブナの原生林の町であることは誇れる。 

少子高齢化、人口

減少 

・高齢化が他の地区と比べても進んでいるので対策が必要であり、後継者育成の先進地の努力をしてほしい。 

・各団体の後継者が不足し、コアメンバーが常に同じで年齢層が高くなっているのは問題である。 

・６年後の小学校の入学者はこのままでは３人と困った事態に陥る。 

・山村教育留学等、積極的に学生を受け入れている只見高校の活動は高齢化や人口減少の問題に対応するためにも重要。 

・働く場があれば出ていきたくない子も多いため、生業（通年雇用の場）が必要。 

・世代を超えたつながりを作る必要がある。 

公共サービス ・バス路線を復活させてほしい。 

・公衆トイレが全体的に不足しているので設置してほしい。 

農業・耕作地 ・町全体の将来の維持管理の面からも、集落は分散しないでできるだけ集約化の方法を考えてほしい。 

・耕地（農地）の区画整理が必要である。 

・減反中止後の耕作物の研究が必要ではないか。 

・利用していない田畑を都会の人に貸し出す。そのためには町が間に入って仲介してほしい。 

道路・歩道 ・町全体の道脇に花壇がほしい。 

・街灯が少ないため、夜道が暗いことが問題である。まぶしいほどの街灯をたくさん設置してほしい。 

雪対策 ・豪雪地帯の永遠の課題だが、ハードやソフト両面でもう一度、克雪、楽雪の工夫をみんなでする必要がある。 

・国道に消雪設備が設置されているものの、排水が不十分である。 

・町道にも消雪設備が欲しい。 

・雪の処理はルールを設けて流雪溝の整備をすることでうまく対応している地区もある。 

・流雪溝（入口と出口、温排水）のハード整備が課題であり、ルール等では対処しきれない。 

暮らしやすさづ

くり 

・高齢者も大事だが、働き盛りの世代の住みやすくなる工夫をしてほしい（温泉利用のスポーツ施設等）。 

・山の幼稚園や公園、子どもの遊び場がほしい。只見にないものが他の町には一杯ある。只見の子供は一生の中で不幸を味

わっている。 

・市民スポーツの場やトレーニングジム、水耕栽培等の場づくりをする必要がある。 

・生活雑貨が安く買えるところがほしい。 

・天体観測所がほしい。 

川、水 ・用水水路に岩魚を放流したり、つかみどりができるようにしたい。 

・水がおいしいので名水になればよい。 

観光（名所・名物） ・ひめさゆりの原生地として日本一である 

・古い民具等をもう少し掘り出して展示したい。 

・郷土料理や地域の特産品があまりない（あるにはあるが）。 

・自然の遊び場はたくさんあるか疑問が残る。あまりにワイルド（自然のまま）で危険なので遊びの達人を養成したい。 

・町の案内人（ガイド）が不足している。 

・雪ま ・雪まつりの時に花火を行っているが、冬場の週末に定期的に花火を打ち上げたい。 

・温泉掘りを行い、温泉組合を設置する。 

・宿泊施設が不足している。 

エネルギー問題 ・地下熱利用のエネルギー（電気）は一般住宅に設置するのに２００万円ほどかかるが１００万円になれば普及すると思う。 

・町民が安く使えるエネルギー（電気）がほしい。 

住民の人柄 ・只見 ・町の人は人情にあつく、子どもたちもよく挨拶をする、すばらしい人達である。 
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■ 場所別の意見（只見地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【青少年旅行村いこいの森】 

・雪まつりの時だけでも民泊ができるよ

うにしたい。 

・冬季にも運営して、只見の良さを知っ

てもらう機会を増やすことで定住促

進をしてはどうか。 

【ブナセンター】 

・集客が低迷し、エコパーク認定がさ

れても人は来るか心配である。 

【スキー場】 

・昭和初期の農業を体験、見学できるような農地を作りたい。

モデル地区としてスキー場周辺を想定し、牛や馬、ヤギ等

がいる風景を作りたい。 

・勾配がきつく、雪崩が起きやすいため、観光客数が伸び悩

んでいる。 

・夏場は敷地を花畑にしたい。 

・スキー場を含めた山側の風景はよい。 

 

【滝神社・三石神社】 

・滝神社から三石神社周辺の景観はよいが、遊歩道の整備や

ＰＲが不十分である。 

・滝神社は桜がきれいで魅力的なので、皆が憩える公園のよ 

うにするべきである。 

・三石神社は近年蛍が少しずつ増える等、魅力的な場所であ

り、参拝者が増えている。より充実させたい。 

・三石神社から要害山にかけて、登山道から眺める只見町の 

風景は魅力的である。 

 

【只見線・只見駅】 

・只見駅前の再開発をしてほしい。 

・只見駅裏周辺の公園計画を作ってほしい（アヤメ園、芝桜

公園等）。 

・お金を落としてもらえるような観光地づくりをしてほしい

（鉄道ファン向け）。 

・ＪＲ只見線にもう一度ＳＬを走らせてほしい。 

・只見線（川口から只見）の早期復興をしてほしい。 

 

【要害山】 

・要害山のブナ林をエコパークの「観察の森」として活用し

てほしい。 

・要害山（ブナ林）は魅力的なので、観光客が訪れやすいよ

うに整備をしてほしい。 

・水久保城は有名である。 

【字上町～岩崎】 

・国道252号沿い（字上町から岩崎にかけて）は特に道路脇の

排雪に課題がある。 

 

 

【只見川・伊南川】 

・只見川沿いのビューポイントにおける駐車スペース

の確保（写真を撮る人が多い。例：寄岩橋）。 

・川遊びができるようにしたい。 

・水害対策を進めてほしい（堤防バイパス、嵩上げ等）。 

・中島（洲）の風景はよいが、川の流れを良くする必

要がある。 

・川沿い（例：ブナセンターの喫茶スペース）にカフ

ェスペースを充実させてほしい。 

・只見川と伊南川の合流風景がよい。 

・只見川沿いから見渡せる浅草岳等の美しさは魅力で

ある。 

・只見川沿いに桜の名所を作ってみるとよい。 

 

 

【中心部（只見駅前～常盤橋）】 

・国道252，289号合流点に近いところに客が来たくなる

ような道の駅がほしい。 

・国道289号線を活かして、日本海直送の魚を扱う魚屋

を道の駅に作ってほしい。 

・駅前から舘ノ川まで広い道路（４車線、歩道つき）を

作ってほしい。 

・駅前から館ノ川までの道路整備は、地権者の同意が課

題になっている。 

・駅前道路（国道289号）の早急の拡張、改良をしてほ

しい。 

・只見町役場の交差点が狭く、道路を広げる必要がある。 

・商店街の店数が減少しているので活性化しなければな

らない。 

・駅前通りを中心に花いっぱい運動を展開しているの

で、こうした運動を更に進めてほしい。 

・只見交番から常盤橋にかけての交差点は事故が起きか

ねないので改良してほしい。 

・庁舎を建て替える場合、現在の町役場の場所に集会所

（公民館）や飲食店（食堂）がほしい。 

・みよし食堂はよいところである。 

・旧只見地区センター（開発センター）のある場所を活

用したい。 

・ご飯を食べたり、お酒が飲める場所がほしい。 

・冬季に中心部に移り住めるようにしてほしい。 

・お店は駐車場が必須であるが、中心部に作るのは難し

い。 

 

【字沖】 

・町営住宅はカビが大量に

発生して住みづらい。 

・字沖の周辺は特に空き地

がひどい。除雪後の雪置

き場等として活用しては

どうか。 
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３．まちづくり意識調査結果（地区間比較） 

 第２次国土利用計画（只見町計画）及び只見地区土地利用計画の策定にあたり、町民に対して行っ

たまちづくり意識調査から他地区（朝日、明和）との比較を踏まえ、地区の現況や住民のニーズ等を

整理する。 

 

■まちづくり意識調査概要 

調査地域 只見町全域 

調査対象 満20 歳以上の町民 

（平成25年10月1日現在） 

調査方法 郵送配布、郵送回収 

対象者数（配布数） 1,000人 

 抽出方法 住民基本台帳に基づく無作為抽出 

（性別、地区、年代で区分し、人口割合で按分して抽出） 

 有効回答数 481 

 有効回答率 48.1％ 

実施期間 平成25年12月6日（金）～12月20日（金） 

 

■留意事項 

回答の割合は、小数点第２位を四捨五入しているため、数値の合計が100％にならない場合がある。

また、複数回答可の設問の場合、すべての回答割合を合計すると100％を超える場合がある。 

また、各回答において最も回答の割合が高い項目を着色している。 

 



11 

 

■調査結果 

（１）町内の土地利用の課題について（問７） 

・「空き家や空き地」を挙げる人は全ての地区で最も多いが、只見地区は他地区よりも割合が低い。

一方で「店舗や旅館等の空き家」や「観光レクリエーション施設が少ない」を挙げる人の割合は

全地区の中で最も高い。 

 

⇒商業施設や観光施設の建設を積極的に誘導することを通じて宿泊施設の増加を目指し、只見

町の中心である只見地区のにぎわいを形成する土地利用が求められていると考えられる。 

 

（２）自然とのかかわりについて（問10） 

・只見町がエコパークに登録された場合、他地区よりも「エコパークガイド」や「エコ・レジャー

関連産業への就業、起業」の形で自然にかかわりを持ちたいと答える人の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒エコパーク登録は、自然保護のみならず、都市住民らへ自然の楽しみ方を伝えることに寄与

する。また、地区の住民も自然と触れ合うことを通じて、楽しさや生きがいを感じるととも

に、新たな起業や就業の機会の増加といった経済的恩恵を受けることができる。土地利用と

して、資源の管理や有効活用に加え、定住促進に向けた所得向上や生きがいを感じるための

働ける仕組みづくりや支援体制が求められる。 

 

 

 

 

回
答
対
象
数

店
舗
や
旅
館
等
の
空
き
家
が
目
立
つ

空
き
家
や
空
き
地
が
目
立
つ

農
用
地
の
耕
作
放
棄
地
が
目
立
つ

管
理
さ
れ
な
い
山
林
が
目
立
つ

工
業
用
地
が
少
な
い

観
光
レ
ク
リ
エ
ー

シ

ョ
ン
施
設
が
少
な
い

森
林
や
河
川
等
の
自
然
環
境
の
保
全
が
不
十
分

道
路
や
水
道

、
流
雪
溝
等
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
不
十
分

自
然
災
害
等
の
被
害
を
防
止
・
緩
和
す
る
方
策
が
不
十
分

特
に
問
題
は
な
い

そ
の
他

無
回
答

只見地区 179 36.3% 66.5% 54.7% 31.3% 16.8% 44.7% 17.3% 35.2% 29.1% 3.4% 2.8% 0.6%
朝日地区 164 26.2% 76.2% 51.2% 46.3% 13.4% 37.8% 29.3% 34.1% 37.2% 2.4% 4.3% 0.6%
明和地区 133 32.3% 71.4% 50.4% 48.1% 12.8% 28.6% 25.6% 41.4% 25.6% 3.0% 4.5% 0.0%

地
区

回
答
対
象
数

保
護
活
動

（
植
樹

、
見
回
り
等

）

研
究
・
教
育
活
動

エ
コ
パ
ー

ク
ガ
イ
ド

（
ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア

）

エ
コ
・
レ
ジ

ャ
ー

関
連
産
業
へ
の
就
業

、
起
業

特
に
な
し

そ
の
他

無
回
答

只見地区 179 23.5% 4.5% 8.9% 15.6% 50.8% 4.5% 5.0%
朝日地区 164 25.0% 9.1% 5.5% 8.5% 58.5% 3.0% 4.9%
明和地区 133 27.1% 9.8% 4.5% 9.0% 51.9% 3.0% 5.3%

地
区
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（３）空き家について（問11～14） 

・10年前と比較して空き家が「かなり増えた」と回答する割合は37％と全地区の中で最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現在住んでいる住宅が空き家になる可能性は「大いにある」と「多少はある」を合わせると40％

を超える。 

 

 

 

 

 

 

 

・現在住んでいる住宅が空き家になりそうな場合、「放置する」を挙げる割合が他地区よりも高い

一方、「売却」を挙げる割合は全地区の中で最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒空き家の数は急速に増加しており、今後もその傾向が継続することが予想される。その際に

空き家が放置され、地域の活力を奪い防犯上の脅威としないためにも、売却や賃貸など空き

家の有効活用を促す施策が求められる。ただし、地区内の家屋には地区30年以上の古い住宅

が多いことから、リフォームや建て替え、区画の整理も含めた手法による魅力ある住宅づく

りも重要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

回
答
対
象
数

元
々
空
き
家
は
な
い

以
前
と
変
わ
ら
な
い

以
前
よ
り
少
し
増
え
た

以
前
よ
り
か
な
り
増
え
た

無
回
答

只見地区 179 1.1% 7.3% 48.0% 37.4% 6.1%
朝日地区 164 1.2% 14.6% 53.0% 29.3% 1.8%
明和地区 133 0.8% 15.0% 51.1% 29.3% 3.8%

地
区

回
答
対
象
数

大
い
に
あ
る

多
少
は
あ
る

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

あ
ま
り
な
い

あ
り
え
な
い

無
回
答

只見地区 179 21.2% 20.7% 16.8% 7.8% 8.4% 25.1%
朝日地区 164 19.5% 18.9% 21.3% 17.1% 11.0% 12.2%
明和地区 133 27.1% 15.8% 18.0% 14.3% 10.5% 14.3%

地
区

回
答
対
象
数

親
族
へ
の
相
続

賃
貸

売
却

空
き
家
と
し
て
放
置
す
る

除
却

そ
の
他

無
回
答

只見地区 75 36.0% 13.3% 22.7% 10.7% 10.7% 5.3% 1.3%
朝日地区 63 41.3% 6.3% 17.5% 6.3% 15.9% 6.3% 6.3%
明和地区 57 31.6% 17.5% 17.5% 5.3% 22.8% 3.5% 1.8%

地
区
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（４）農地について（問15～18） 

・50アール未満の農地を所有する人の割合は36％で全地区の中で最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・耕作放棄地について「所有地の半分ほど」や「所有地のほとんど」を挙げる人の割合は全地区の  

中で最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

⇒農地を所有する人は他の地区よりも少なく、所有する面積も小規模である一方で、所有地の

半分以上が耕作放棄地である人の割合は他の地区よりも高いため、小規模の耕作放棄地が地

区内に点在していると考えられる。このため、土地利用の転換や農地の集約化も含めた対策

が必要といえる。 

 

回
答
対
象
数

５
０
ア
ー

ル

（
５
反

）
未
満

５
０
ア
ー

ル
以
上
１
ヘ
ク

タ
ー

ル

（
１
町
歩

）
未
満

１
ヘ
ク
タ
ー

ル
以
上
２
ヘ
ク

タ
ー

ル
未
満

２
ヘ
ク
タ
ー

ル
以
上

無
回
答

（
所
有
し
て
い
な
い

を
含
む

）

只見地区 179 35.8% 10.6% 4.5% 2.2% 46.9%
朝日地区 164 31.7% 22.0% 9.8% 5.5% 31.1%
明和地区 133 19.5% 25.6% 12.8% 6.0% 36.1%

地
区

回
答
対
象
数

な
い

少
し
あ
る

所
有
地
の
半
分
ほ
ど

所
有
地
の
ほ
と
ん
ど

所
有
地
の
す
べ
て

無
回
答

只見地区 95 36.8% 37.9% 11.6% 12.6% 1.1% 0.0%
朝日地区 113 39.8% 47.8% 5.3% 6.2% 0.9% 0.0%
明和地区 85 32.9% 48.2% 9.4% 7.1% 0.0% 2.4%

地
区
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（５）山林について（問19～21） 

・山林所有について、５ヘクタール未満を挙げる人の割合は33％と最も高いが、他地区と比べると

最も低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・山林の利用について「山林の保全に努めている」を挙げる人の割合は全地区で最も高く、「放置

せざるをえない」を挙げる人は最も低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後の利用について「放置せざるをえない」を挙げる人の割合は全地区で最も低い一方、「売却

または寄付をしたい」を挙げる人は最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒山林を放置している人の割合は他地区よりも低いことから、今後も比較的管理が行き届くこ

とが予想されるものの、管理ができない人や所有する山林の処分を検討する人もいるため、

回
答
対
象
数

５
ヘ
ク
タ
ー

ル

（
５
町
歩

）
未
満

５
ヘ
ク
タ
ー

ル
以
上
１
０
ヘ
ク
タ
ー

ル
未
満

１
０
ヘ
ク
タ
ー

ル
以
上
５
０
ヘ
ク
タ
ー

ル
未
満

５
０
ヘ
ク
タ
ー

ル
以
上

無
回
答

（
所
有
し
て
い
な
い
を
含
む

）

只見地区 179 33.0% 3.9% 1.1% 1.7% 60.3%
朝日地区 164 43.3% 7.3% 3.0% 1.2% 45.1%
明和地区 133 36.1% 15.8% 4.5% 2.3% 41.4%

地
区

回
答
対
象
数

植
樹
や
木
材
生
産
を
し
た
り
し
て
山
林
の

保
全
に
努
め
る

下
草
等
を
刈
り

、
山
林
の
管
理
を
行
う

ほ
と
ん
ど
手
を
加
え
な
い

、
放
置
せ
ざ
る

を
え
な
い

他
人
に
貸
し
た
い

売
却
ま
た
は
寄
付
を
し
た
い

そ
の
他

無
回
答

只見地区 71 7.0% 28.2% 50.7% 0.0% 11.3% 1.4% 1.4%
朝日地区 90 3.3% 21.1% 64.4% 4.4% 5.6% 0.0% 1.1%
明和地区 78 6.4% 11.5% 73.1% 1.3% 3.8% 2.6% 1.3%

地
区

回
答
対
象
数

植
樹
や
木
材
生
産
を
し
た
り
し
て
山
林
の

保
全
に
努
め
て
い
る

下
草
等
を
刈
り

、
山
林
の
管
理
を
行

っ
て

い
る

ほ
と
ん
ど
手
を
加
え
て
な
い

、
放
置
せ
ざ

る
を
え
な
い

他
人
に
貸
し
て
い
る

そ
の
他

無
回
答

只見地区 71 2.8% 26.8% 64.8% 1.4% 4.2% 0.0%
朝日地区 90 2.2% 23.3% 72.2% 1.1% 1.1% 0.0%
明和地区 78 3.8% 14.1% 79.5% 0.0% 2.6% 0.0%

地
区
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そうした需要に応える管理の仕組みが必要と考えられる。 

 

（６）地区拠点への機能集積について（問22） 

・「機能集積とともに公共交通を整理するべき」を挙げる人の割合は27％と最も高い。 

・「只見の中心部に限定して機能集積や整備を進めていくべき」を挙げる人の割合は14％と全地区

で最も高い。 

・「これまで通り整備するべき」を挙げる人の割合は26％と全地区で最も低い一方、「拠点への機能

集積や施設の改修・整備」を挙げる人の割合は24％と最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒機能集積を行うにあたり、只見町中心部（≒只見地区）に機能を集約させるとともに、拠点

へのアクセス（公共交通）をより改善することを望む意見が他地区よりも強いことがうかが

える。一方で、他地区は只見町中心部への機能集約よりも各地区の機能集積を望む意見が多

いため、バランスをとる必要がある。 

 

（７）町政の方向性について（問24～25） 

・「福祉」や「道路、公共施設等の維持更新」のために「歳出は増やさざるを得ない」とする人の

割合は全地区で最も高い一方、「歳出をもっと切りつめていく」や「住民の負担を増やしていく」

を挙げる人の割合も最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒住民生活に身近なサービスや施設の充実を望む声が大きく、地区のみならず町の中心地とし

て整備が望まれている。その際、住民の負担を増やすことによって次世代に負担を残さない

方法を視野に入れることも一案といえる。 

回
答
対
象
数

拠
点
へ
の
機
能
集
積
や
施
設
の
改
修
・

整
備
を
進
め
て
い
く
べ
き

拠
点
へ
の
機
能
集
積
と
と
も
に
公
共
交

通
を
整
備
す
る
べ
き

只
見
の
中
心
部
に
限
定
し
て
機
能
集
積

や
整
備
を
進
め
て
い
く
べ
き

今
あ
る
施
設
は
す
べ
て
維
持
す
る
等

、

こ
れ
ま
で
通
り
整
備
す
る
べ
き

そ
の
他

無
回
答

只見地区 179 23.5% 27.4% 14.0% 25.7% 3.4% 6.1%
朝日地区 164 20.1% 27.4% 5.5% 36.6% 2.4% 7.9%
明和地区 133 18.0% 30.1% 5.3% 30.8% 5.3% 10.5%

地
区

回
答
対
象
数

借
入
を
増
や
し
て
で
も

、
歳
出
を
増
や
し
て
い
く

べ
き

福
祉
の
た
め
の
経
費
の
増
加
の
た
め
な
ら
歳
出
は

増
や
さ
ざ
る
を
得
な
い

道
路
や
公
共
施
設
等
の
維
持
更
新
の
た
め
に
は
歳

出
を
増
や
さ
ざ
る
を
得
な
い

福
祉
の
た
め
の
経
費
は

、
サ
ー

ビ
ス
の
水
準
を
多

少
下
げ
て
で
も
減
ら
し
て
い
く
べ
き

道
路
や
公
共
施
設
等
の
維
持
更
新
費
は

、
サ
ー

ビ

ス
水
準
を
多
少
下
げ
て
で
も
減
ら
し
て
い
く
べ
き

次
世
代
に
借
金
を
残
さ
な
い
た
め

、
歳
出
を
も

っ

と
切
り
詰
め
て
い
く
べ
き

公
共
施
設
の
使
用
料
等

、
住
民
の
負
担
を
増
や
し

て
い
く
べ
き

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

只見地区 179 5.0% 41.9% 33.0% 12.8% 16.2% 55.3% 14.0% 9.5% 10.6% 2.8%
朝日地区 164 1.8% 36.6% 28.7% 15.2% 16.5% 54.9% 6.1% 20.7% 9.1% 3.7%
明和地区 133 6.0% 37.6% 27.8% 9.8% 17.3% 46.6% 7.5% 24.8% 8.3% 8.3%

地
区
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４．課題の整理 

以上の現状の整理に基づき、地区における各種課題を整理する。 

 

（１）人口に関する課題 

・人口総数1,156名（平成22年国勢調査）。特に年少人口が減り、高齢者が増加している。今後も

高齢化が進展し、福祉サービスの充実等が後追い的に必要となる。 

・小字単位でみると沖で人口の減少が進み、地域コミュニティの維持や活気の衰退が懸念される。 

・小学生が62名。６年後には入学数が３名と推測され、複式学級化さらには学校の統廃合が懸念

される。 

 

（２）土地利用・インフラに関する課題 

・人口減少や高齢化の進展により、空き地・空き家が発生しており、今後も増えると予想される

ため、対応が求められる。 

・只見地区内には町営住宅が多く立地するが、築30年以上のものが多く、カビの発生等、生活環

境が悪化している。また、町外からの公務員や就業者、若者において町営住宅へのニーズもあ

る。 

・町の中心部といえども、農地をはじめ低・未利用地が散見される。 

・歩道が十分には整備されておらず、地区住民や町民、さらには鉄道等を利用して訪れる観光客

にとって安全性が低い。 

・流雪溝や消雪施設が整備されているものの、約30年前に整備されたものであり、豪雪時等には

十分に対応できない。 

・只見川と伊南川が合流する地域であるため、平成23年の豪雨を教訓に、堤防のかさ上げ等の水

害対策を強化する必要がある。また河川整備にあたっては、川や水が只見地区にとって大きな

資源（自然、観光等）であることも踏まえ、資源の破壊につながらない工夫が求められる。 

 

（３）地区外・広域的にみた際の課題 

・町の中心地として栄えてきた地区であり、他地区の町民に対しても、買い物をはじめとした各

種生活サービスを提供していくことが求められている。 

・只見駅や国道の交差点があるなど、交通の拠点として、地区外の住民及び町外からの観光客と

の交流を促す仕掛けが求められる。 

 

（４）観光に関する課題 

・徐々に観光客が減少していた中で、豪雨災害による只見線の落橋での不通が拍車をかけ、さら

に観光客が減少している。 

・交通網の発達や周辺地域の活性化等により、地区内に宿泊するインセンティブが減少し、地区

内の旅館での宿泊客が減少している。 

・エコパークの登録により観光客が増加すると考えられるが、現状では受け入れ施設・体制が不

十分であり、地区として十分な恩恵が得られない。 

・ブナセンターを始め、施設を有機的につなぐイベントや交通網の拡充が求められる。 

・エコパークでは、自然と共生してきた只見町民の生活そのものを伝える必要とニーズがあり、

町民の多くで体験プログラムを提供することが求められる。 
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■参考：公共施設・生活サービス施設の分布状況と現状・課題 

【只見小学校】 

・児童数62名(平成25年5月) 

・6年後には、入学が3名と推測

され、対応が求められる。 

【スーパー】 

・駐車場確保のため、中心部

から離れた位置に立地し、

近年駐車場を拡大した。 

【只見高等学校】 

・山村教育留学を平成14年度

より実施し、これまでに83

名の受け入れを行ってき

た。 

・県内外の大学への進学をは

じめ、只見町周辺の企業へ

の就職など幅広い進路を

確保している。 

【只見保養センター】 

・町営の温泉施設として運

営していたが、平成23年

の豪雨により、温泉設備

が故障し、休業。 

・平成25年9月より、営業再

開（源泉ではなく、沸か

し湯）。 

【只見町役場】 

・昭和35年建築。庁舎の老朽

化に伴い、新庁舎建設計画

が進行中。 

【只見スキー場】 

・年間来場者は約

6,000人。 

・勾配がきつく、雪崩

が起きやすいため、

観光客数が伸び悩

んでいる。 

 

【（旧）只見地区センター】 

・耐震上の問題と東日本大

震災時の損壊により平成

23年より利用休止。 

・新庁舎建設に伴い、建て

替え予定。 

【只見地区センター】 

・旧只見中学校へ地区セ

ンター機能を暫定移

転。 

・図書館などの機能が集

積しており、今後の活

用方法について検討

が求められている。 
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第２章 只見地区土地利用計画の検討 

 

１. 将来像 

 

 

 

 

 

 

 

只見地区（大字只見）は、戦後、田子倉ダムの建設によって人口が爆発的に増え、まちにも活気

があふれていたが、ダム建設の終了とともに人口は減り続け、高齢化や空き家・耕作放棄地・放置

された山林の発生、旅館や各種生活サービス施設の撤退・閉店等が進んでいる。そこに、平成23年

３月の東日本大震災による観光産業の風評被害や同年７月の新潟県・福島県豪雨による水害と只見

線の一部運休により、観光や生活を中心に不便さ・不満・将来に対する不安が増し、活気も低迷し

ている。 

本町および本地区では今後も人口減少と高齢化が進展すると予想され、それに呼応して町の財源

も厳しい状況が予想される。また、人口増加の受け皿として整備された公共施設やインフラの老朽

化への対応として、建て替えの必要も続いていく。 

そのような中、本地区は町の中心部であることから生活拠点としての機能を発揮しながら、住み

続けられるまちづくりを展開していくことが重要である。特に、住み続けたいと思う若者が、きち

んと働くことができ、子を養える環境を作っていくことが重要である。 

折しも現在、ユネスコエコパークへの登録が行われ、新たな役場庁舎の建設等、明るい兆しも着

実に見えている。さらに、“高齢化”については前向きに捉え、経験と知識、資金やネットワーク

を有する人材の活躍によって、福祉や教育、観光といった多面的な分野において活性化も期待され

る。 

そこで、新しい「只見でのライフスタイル」を誘導していくエリアとして町内各地区を代表し、

地域の内外住民や観光客との交流・おもてなしを楽しみながら、安全・安心で便利に暮らし続けら

れる只見の生活拠点地区の形成を目指していく。その実現にあたっては、住民・地域・行政が連携・

協働して、将来像を共有した上で、議論をしながら具体の取組みを企画・展開していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の内外住民や観光客との交流・おもてなしを楽しみながら、 

安全・安心して便利に暮らし続けられる 

只見の生活拠点地区 
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２. 基本方針 

 

（１）「只見の顔」としてのまちづくり 

只見線や国道252号等を利用する観光客にとっての玄関口として、気軽に地域とふれあえる環

境づくりを推進する。 

３地区の中でも駅や役場があることから、住みよい只見町の維持・活性化に向けて、人が集う

地区・拠点として生活サービスの補完・集積を図るとともに交流の場を創出・提供する。 

 

（２）歩いて暮らせるまちづくり 

高齢者が今後も増加する中、自動車を利用しなくとも安心して暮らし、人と話す機会をつくる

ことで健康にもつながるよう、施設の集積や安全な交通の確保を図る。 

また、豪雪の中でも移動が可能な空間の整備について検討する。 

 

（３）公共施設や空き家・空き地の有効活用 

財政が厳しい中で、現在ある公共施設については用途を変更・複合しながら有効利用を図る。 

空き地や空き家については、役場と地域が協力して有効活用を地権者に働きかけながら、管理の

徹底と有効活用を促進する。 

 

（４）安心して暮らせるまちづくり 

大雨や豪雪等により発生する自然災害の被害を最小限にすべく、堤防等のインフラの整備を行

うとともに、備蓄の充実や災害時要援護者の確認など、啓発を行いつつ地域と行政で連携して備

えることで、安心して暮らせるまちを実現していく。 

 

（５）ブナのまちの資源の積極的な活用 

豊富なブナを中心とした森林、豊富な水、雪を有効に活用し、それを価値観の異なる都市住民

にうまく提供して経済的な安定を得るよう推進する。 

また、奥会津特有の人情豊かな町民も資源であることから、住民に対して意識啓発をしながら

人材育成を行い、まちづくりや観光、福祉など各分野での活躍を促進する。 

 

（６）町民と役場との協働の推進 

町民と役場が、自らの責任の下、まちの理想像をともに考えて共有した上で、連携・役割分担

によって協力して主体的にまちづくりを進めていく。 
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３. 地区中心部のまちづくり方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■町の交流中心拠点「新世代役場」の形成  

・新庁舎建設に伴い、町民が集い、観光客が町の観

光情報に触れられる、あたたかくにぎやかな交流拠

点として機能を充実する。 

・町民同士、町民と観光客のみならず、町民と職員

との「語らいの場」でもある。 

【観光情報交流スペース、イベントスペース、官

民意見交換会】 

・ 

■「出会いの広場」の整備・活用  

・国道252,289号が交差する最も交通量の多い役場前

交差点を「出会いの広場」と位置づけ、観光客が立

ち止まり、観光情報を得られる出会いの場とする。 

【広場、観光情報の掲示・発信、モニュメント、

ビジターセンター・エコパーク事務局】 

■只見を味わえる料理を提供する場づくり 

・四季に応じて自然と共生する只見の食文化を観光客が気軽

に味わえるよう、食事を提供する場づくりと、郷土料理を

明確・共有して情報発信する。 

【四季に応じた郷土料理の整理・発信、新庁舎や旅館･飲

食店の持ち回りによる食事の提供】 

■ブナ林の観察・体験の森としての活用 

・ブナ林を観察・体験の森と位置づけ、観光客が学び

ながら自然を体験できる公園を整備する。 

・瀧神社や三石神社、要害山付近については、桜や蛍

を眺められる登山道・散策路として整備を図る。 

・ヒメサユリの生育・保全を行う。 

【住民による講師・ガイド(育成)、外部インスト

ラクターの招聘・定住、郷土料理の提供、旅館

宿泊、情報発信、小遣い程度のビジネス】 

■国道沿道における只見らしいまちなみの形成 

・旅館や店舗をはじめとした歴史的で風情ある景観

の保全を図るとともに、道路沿道については歩道

を整備し、歩いて楽しめるまちづくりを図る。 

【建替えや看板設置時に色やデザインを統一に

向けて調整、花いっぱい運動の促進･支援】 

■JR只見駅周辺の整備 

・只見線の早期復旧に向けて活動を展開するととも

に、朝夕の通学や観光客が集う拠点としてのロータ

リー整備と、駅前としての企業の立地促進を図る。 

【ロータリー兼イベント広場としての整備、観光

案内、レンタサイクル、観光事業者等の誘致】 

■国道289号沿道の整備の検討 

・駅前道路～舘ノ川間の道路については、拡幅・歩道整備に

向けて、地域・地権者・役場を交えて整備に向けた検討・

話し合いを引き続き進める。 

 

■只見川沿岸の災害対応 

・県による堤防の整備を通して自然災害の発生を未然に防

ぐとともに、人的被害がないよう、避難に関する情報の周

知・徹底を図る。 

【堤防等の整備、川床の浚渫工事、災害時要援護者の把

握、避難所の整備･備蓄と避難場所･方法の周知の徹底】 

■山村教育留学の受け入れ 

・小中学生の山村教育留学を受け入れ、大自然の中での

豊かな人材を育成するとともに、町内の子どもの交流

の機会を増やすことで、活気のある学校の存続と只見

を生涯愛する人材の増加を目指す。 

・あわせて、学生等の住居を確保・提供する。 

【山村教育留学の拡充、地域との交流の機会の拡充】 

■全町民の訪問を支える公共交通の確保 

・町の中心として、全町から必要がある際には誰もが地区・

拠点に移動できるよう、デマンド交通「只見雪んこタクシ

ー」の拡充を図る。 

【「まちなか歩いて暮らせるエリア」の整備、町民の利用

促進、利用が経営を支えるとの町民の意識啓発】 

■「まちなか歩いて暮らせるエリア」の形成 

・エリア内に商店や福祉など不足する生活サービス機能の

補完と集積を促進する。 

・歩道の設置など、エリア内を移動しやすい環境を整える。 

・区画整理(道路整備と宅地開発)を計画的に促進し、住宅

を確保する。また、移住希望者向けや町内の雪深い山間地

住民の冬期用に、町営住宅も整備する。 

【歩道の整備、商店の誘致･起業支援･経営支援、冬期移

住、冬期も体を動かせる施設の立地、定時巡回バスの

運行（駐車場～役場～駅～保養センター～地区センタ

ー～サンマート～小学校、各旅館等）】 

■雪への対応システムの整備 

・既に整備されている流雪溝や国道の消雪設備について、現

在の整備水準では不足することから、管理運用方法を含め

た全体的な計画を検討し、計画的に整備を進める。 

・また、空き地の活用による雪の捨て場の確保、等、地域と

役場の協力や雪室の設置等により雪問題を克服していく。 

【雪対策計画(整備と運用方法)の策定、優先的なものか

らの流雪溝や町道への消雪設備の整備】 

■歴史を刻むプロムナードの整備 

・江戸時代の大洪水時の犠牲者を慰霊するために創建

された瀧神社・参道と連続する形で、まちの歴史を

刻むプロムナードとして街路整備を図る。 

【街路・並木道の整備、植樹】 

■景観の保全 

･休耕地にコスモス等の花を植えるなど、景観を保全

する。 

･只見スキー場の敷地（ゲレンデ）を活用し、雪が降 

らない時期は花（菜の花等）を植え、景観を保全す

ると共に観光名所の一つとする。 

■利便性の高い地域への居住促進 

・コンパクトなまちづくりとして、区画

整理等により低未利用地・農地を宅地

に転換し、歩いて暮らせるエリアに人

口の集積を図るとともに持続ある都

市機能の発揮を図る。 
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４. まちづくりを円滑に進めるために求められる取組み 

 

（１）「(仮)只見地区まちづくり会議」の定期的開催 

多様な世代・職業の人が集い、まちづくりの方向性や進め方、具体的な取組について意見を交

わして方向性を見出していく会議を、飲食店・旅館等を会場とするなどして話しやすい環境をつ

くり、役場も交えながら、継続的に開催していく。 

【具体的な取組み】 

・まちづくり会議の開催、飲食店・旅館等での話し合い 

・議論や検討状況の公表、SNSを用いた情報交換   など 

 

（２）まちづくり資金の確保 

地区でまちづくりを主体的に進めるためには、まちづくりのための資金の確保が求められるこ

とから、官民協力によって資金の確保を図るとともに、地区で使途を決定する体制の構築を検討

する。 

【具体的な取組み】 

・毎年度一定額の地区別まちづくり資金の給付（「自然首都只見地域づくり交付金」の話し合い

による使途決定の促進） 

・地区まちづくり提案の制度化（地域で実施環境を整えて行政に協働事業として提案） 

・地区を指定した「ふるさと納税」の受け入れ 

・地区住民によるまちづくり資金の寄付の推進、子弟等への呼びかけ（「ふるさと納税」の活用） 

・「(仮)地区まちづくり協議会」の組成と予算決定権の付与 

 

（３）雇用の創造の促進 

若者のUターン・定住を促すためには、生活を営むことができる安定した収入が必要となるこ

とから、地区として、雇用の創造を図る。 

【具体的な取組み】 

・「仕事をつくる会社」の設立・新規事業開拓の支援 

・高齢者が有する技術・ネットワーク・時間を活かした活躍の場づくり 

・高齢者が持つ仕事の若者への譲渡促進 

・起業支援金の給付、各種補助金獲得支援（特産品づくり、ソーシャルビジネス等） 

・域内で生産された農産物や商品・サービスの利用促進(商品券、意識啓発)  など 

 

（４）外部人材の有効活用 

既に人口が減少して担い手が少ないことから、出身者や専門家、Iターン者等との交流を通し

てノウハウや労力、ネットワーク等を有効に活用して補完しながら、企画立案や事業展開を図る。 

【具体的な取組み】 

・外部人材を招いた企画会議・ワークショップの開催 

・外部の人材や事業者との連携による事業の展開の模索  など 
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５. 次年度の具体の取組み案 

 

（１）「(仮)只見地区まちづくり会議」の定期的開催 

本まちづくり方針に沿って具体的にまちづくりを進めていくためには具体的な計画や体制づ

くりが必要となる。このため、「(仮)只見地区まちづくり会議」を設置して定期的に会議を開き、

具体的な取組みを企画立案して展開していく。その際、「自然首都只見地域づくり交付金」を活

用して、これまでは組や有志グループで展開してきた取組みを、区として重要であり必要な事業

をとりまとめ、住民みんなでまちづくりに携わるよう、実践方法を検討する。 

その際、計画の検討・策定自体を上記補助事業として申請することも可能であり、まちづくり

の担い手の拡大や戦略的に必要な取組みを企画する力を身に着けるために、研修会の開催や講演

会への参加、先進地視察なども有効と考えられる。 

折しも、平成28年度には町の新たな振興計画がスタートするが、本会議において、地区のまち

づくりの方針や具体事業をまとめ、提案していくことも有効と考えられる。 

 

（２）高齢者等が活躍する地域づくり促進事業 

本地区では今後も高齢者が増すと予想されるが、高齢者が元気に暮らすことで、にぎやかなま

ちを形づくっていくことも可能である。さらに高齢者が、培った技術や知識、ネットワークを活

かして地域で活躍することで生きがい・やりがいにつながるとともに、所得の向上にもなるとす

れば、活動は多くの人に広がり、活気のあるまちが持続していくことにもなる。 

そこで、まちづくり活動を無償のボランティアから脱却した所得向上策とも捉え、さらに共同

作業のみならず歴史文化や趣味の普及・伝承も重要な活動として幅広く捉えて、その講師・案内

人となる高齢者が活躍できるしくみをつくる。 

■具体的な取組の例 

・地域の歴史を、地域住民や観光客に話す（イベント、ガイド） 

・地域の郷土料理を、嫁いできた女性や子供、観光客に教える（イベント、シリーズ講座） 

・雪国で楽しく暮らす生活を語り、体験をさせてあげる（かんじきづくり、など） 

・山菜やキノコの採集を、山歩きガイドをしながら教えてあげる 

・釣り教室を開き、釣った魚を古民家で焼いて食べさせてあげる 

                               など 

 

（３）空き家の現況調査、予防策の検討事業 

まちづくり調査結果からも急速に空き家が増加し、今後もその傾向は持続することが予想され

るなか、空き家を生み出さないための取り組みが喫緊の課題となる。現在、住民の間で自主的に

空き家の把握を行う活動が展開されつつあることは極めて大きな意味を持つと考えられる。 

こうした住民が主体となった空き家問題への取り組みに対して、上記補助事業等を活用し、持

続的な支援を展開するとともに、空き家の利活用を促す新たな試みを行っていく。 

■具体的な取組の例 

・空き家点検調査ならびにマップ作成（古民家保存活動も兼ねる）
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第３章 参考資料 

■ 只見町まちづくり意識調査 調査票 
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